（様式第４号）

環境保全資金承認申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

広　島　市　長　　様

　　　　　　　　　　　　取扱金融機関　住　所
名　称

氏名（代表者名）　　　　　　　　　　　　　　
申　込　者　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（代表者名）　　　　　　　　　　　　　　
　　広島市中小企業融資制度要綱に基づく特別融資（環境保全資金）を実行したいので、関係書類を添えて申請します。

１　企業の概要等

	法人設立又は個人開業年月
	年　　　　月

	資本金又は出資金
	千円

	従業員数
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人

	業種
	

	 融資対象要件
 （右記のいずれかを○）

	（１）次のいずれかの事業を行うもの
ア　公害防止施設の設置

イ　低公害車の購入

ウ　環境保全に資する施設の設置

エ　環境マネジメントシステムの導入
オ　吹付け石綿（アスベスト）等の除去等

（２）次のいずれかに該当するもの
　　ア　ＩＳＯ１４００１を取得しているもの　　
イ　エコアクション２１を取得しているもの
　　ウ　ＫＥＳを取得しているもの

エ　エコステージを取得しているもの
　　オ　グリーン経営認証を取得しているもの
カ　広島市地球温暖化対策等の推進に関する条例に基
づく計画書を提出しているもの

(ｱ) 事業活動環境計画書

(ｲ) 自動車環境計画書

(ｳ) 建築物環境計画書（環境性能のレベルが３以上）

(ｴ) 緑化計画書

キ　ひろしまエコ事業所に認定されているもの


２　資金使途及び資金調達方法等

	融資希望額
	千円
	借入希望時期
	年　　月

	借入期間
	
	

	区分
	運　転　資　金
	設　備　資　金
	計

	資金使途
	
	
	

	資金調達方法
	本制度による借入
	千円
	千円
	千円

	
	他からの借入
	千円
	千円
	千円

	
	自己資金
	千円
	千円
	千円

	
	計
	千円
	千円
	千円


注)　資金使途については、別葉（任意様式）でも構いません｡

	 　広島市中小企業融資制度要綱に基づく、特別融資(環境保全資金)について承認します。

 　　令和　　年　　月　　日

 　　　　　　　　　　　　　　　広　島　市　長　　　　　　　　　　　　　印

（注）承認の有効期間は、承認日から起算して９０日とする。



（様式４-①）
（１）ア　公害防止施設の設置

	 　公害等の状況


	種　類 
 公害等の

態　様 

	

	 公害等の発生場

 所及び事業所名


	

	 苦情申立の状況


	

	 すでに設置ずみ

 の公害防止施設

 の概要


	

	 設置、改善等を

 計画している公

 害防止施設


	

	 上記計画実施に

 よる効果


	


（様式４-②）

（１）イ　低公害車の購入

	計画の目的
	

	計画内容
	

	設備効果
	


（様式４-③）

（１）ウ　環境保全に資する施設の設置

	計画の目的
	

	計画内容
	

	設備効果
	


（様式４-④）

（１）エ　環境マネジメントシステムの導入

	環境マネジメント

システムの種類
（右記のいずれかを○）
	ア　ＩＳＯ１４００１

　　イ　エコアクション２１

　　ウ　ＫＥＳ

　　エ　エコステージ

　　オ　グリーン経営認証

	認証取得計画の
概要
	

	認証取得予定時期
	

	環境マネジメント

システム導入の
効果
	


（様式４-⑤）　　
（１）オ　吹付け石綿（アスベスト）等の除去等

	工事の場所及び
事業所名
	

	　除去・封じ込

め・囲い込み

の工事の内容
	

	上記工事実施

による効果
	


〔提出書類〕
(1) 本申込書　２部
(2) 融資対象要件（１）ア～オに該当する場合：様式５-①～⑤のうち該当するもの　２部
融資対象要件（２）ア～オに該当する場合：認証取得を明らかにする書類の写し

融資対象要件（２）カに該当する場合：計画書の控え（受領印のあるもの）の写し
融資対象要件（２）キに該当する場合：認定書の写し

(3) 住所・所在地を明らかにする書類

1 法人：会社の現在事項全部証明書（登記簿謄本等）又はその写し

2 組合：定款

3 個人：住民票、印鑑登録証明書、運転免許証等の書類で住所が確認できるもの又は、その写し

（市外在住の個人事業主、本社が市外の法人については、市内における事業活動の実態が確認できる書類）
(4) １年以上の業歴を明らかにする書類

1 法人及び組合：決算書〔１期分〕（決算期間が１年未満の場合は２期分）

2 個人：確定申告書（又はその控）の写し〔１年分〕（事業期間が１年に満たない場合は２期分）

  (5)　許認可証等の写し（許認可等を要する業種に限る。）

(6)　資金使途がわかるもの（契約書、見積書、仕様書等）

(7)　暴力団等の排除に関する誓約書兼同意書（様式第１６号）
(8)　その他市が必要と認める資料

43
-34-

